
 

第46期 報 告 書 
 
 
 

2023 年 04 月 01 日から 
2024 年 03 月 31 日まで 

 
 
 
 

事 業 報 告 
貸 借 対 照 表 
損 益 計 算 書 
株主資本等変動計算書 
個 別 注 記 表 
会計監査人の監査報告書謄本 
監査役会の監査報告書謄本 

 
 

 
 

 

松山空港ビル株式会社 



− 1−

事　 業　 報　 告
2023年４月１日から
2024年３月31日まで

⎛
⎝

⎞
⎠

１．会社の現況に関する事項
　⑴　事業の経過及びその成果
　当期における我が国経済は、コロナ禍を乗り越えて改善しつつあるものの、ウクライナ
や中東情勢が緊迫する中、物価上昇や人手不足等により、個人消費や設備投資が依然とし
て力強さを欠いて、景気回復の足踏みが懸念される状況となりました。
　観光面においては、観光庁の2023年宿泊旅行統計調査（速報値）では、宿泊者数が延べ
約５億9,275万人泊で、前年比31.6％増となり、コロナ前の2019年比0.5％減と同程度まで
回復したほか、日本政府観光局（ＪＮＴО）による2023年の訪日外国人旅行者は、2019年
比21.4％減の約2,507万人にとどまったものの、10～12月計では2019年を上回る状況とな
りました。
　このような中で、松山空港においても、インバウンド需要の拡大を受けて、ソウル線の
デイリー化、釜山線の新規就航や台北線の復便等により、国際線の乗降客数が大幅に回
復・増加するとともに、国内線の乗降客数も前年度から約２割増加し、総合計では約279
万人となりましたが、2019年度の約294万人には及ばない結果となりました。
　また、可能な限りの経費節減と収入の確保に努めるとともに、将来を見据えた設備投資
も着実に進め、国際線２便同時対応の機能強化を図るために一昨年から進めてきた国際線
旅客ビルの拡張工事（第１段階）が３月末に完成しました。
　当社の経営につきましては、乗降客数の増加により直営売店やテナント売上・施設使用
料等が増加し、営業収益は前期比320,165千円（27.4％）増収の1,490,073千円となりまし
た。
　売上高から売上原価を差し引いた売上総利益は、前期比237,525千円（20.4％）増益の
1,400,765千円となりました。
　販売費及び一般管理費では、人件費は国際線の定期便再開に伴う人員の補充により増加
しました。備消品費は国際線専用手荷物カートの購入等により増加しました。諸手数料は
ラウンジ業務派遣契約により増加しました。修繕費はＰＢＢ復旧工事等により増加しまし
た。これらにより前期と比較し48,716千円（5.3％）増加の961,415千円となりました。
　この結果、営業利益は前期比188,809千円（75.4％）増益の439,350千円となり、これ
に営業外収益として旅行者向け案内業務受託料を計上し、経常利益は前期比171,846千円
（63.7％）増益の441,527千円となりました。
　なお、特別損失として国際線旅客ビル拡張工事に伴う固定資産除却損などを計上したこ
とにより、税引前当期純利益は前期比97,626千円（52.8％）増益の282,416千円となりま
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した。
　これより法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額を差し引いた当期純利益は前期比
66,009千円（51.9％）増益の193,288千円となりました。

　⑵　設備投資の状況
　　　当事業年度中に完成した主要設備等
　　　・国際線旅客ビル拡張工事（第１段階）
　　　・新貨物ビルフェンス・舗装工事
　　　・国内線ビル温暖化対策（ラディクールフィルム）工事
　　　・屋上防水維持保全工事
　　　・Ｘ線検査装置工事

　⑶　資金調達の状況
　当事業年度において、特記すべき事項はありません。

　⑷　対処すべき課題
　国際化の進展を見据えた設備投資については、国際線旅客ビル拡張工事（第１段階）に
続いて、６番スポット固定橋及び可動旅客搭乗橋の整備を進めることとしております。
　６月からソウル線の期間増便も予定される中で、インバウンド需要の更なる増加による
旅客や関係機関等の従業員の増加が見込まれることを踏まえ、引き続き国や県、関係機関
等と連携しながら駐車場の確保や旅客ビルの施設機能の強化に努めて参ります。
　また、環境への取組みとしては、空港ビルのカーボンニュートラルに向けて国主導での
太陽光発電を検討いたします。セキュリティ強化の面では、ＳＲＡ制限区域全域化への対
応など適切に対処して参ります。
　さらには、愛媛らしさやデジタル化を積極的に推進するとともに、経営のスリム化にも
取り組み、空港利用者の利便性向上と経営基盤の強化を図って参ります。
　これらを通じて魅力的で快適な空港の実現を目指します。
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　⑸　財産及び損益の状況の推移

区　　分
第43期

（2020年度）
第44期

（2021年度）
第45期

（2022年度）
第46期

（2023年度）

営 業 収 益
千円

1,064,581
千円

1,016,232
千円

1,169,908
千円

1,490,073

経 常 利 益
千円

△　11,888
千円

104,376
千円

269,680
千円

441,527

当 期 純 利 益
千円

△　19,453
千円

39,726
千円

127,278
千円

193,288

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

円

△　172.91
円

353.12
円

1,131.36
円

1,718.11

総 資 産
千円

5,660,768
千円

5,624,105
千円

5,584,102
千円

6,483,961

純　 資　 産
千円

5,086,657
千円

5,081,383
千円

5,163,661
千円

5,311,949

　　（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
　　　　　２�．第44期より ｢収益認識に関する会計基準｣（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用して

おります。

　⑹　重要な親会社及び子会社の状況（2024年３月31日現在）
　　　当社には親会社、子会社はありません。

　⑺　主要な事業内容（2024年３月31日現在）
　当社は、松山空港旅客ターミナルビル・貨物ターミナルビルの建物及び諸設備を所有し、
賃貸するとともに、売店の事業を行っております。

　⑻　従業員の状況（2024年３月31日現在）

人　　数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

34人 2人 45.93歳 13.61年

　　�（注）従業員には、臨時雇従業員を含んでおりません。
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２．会社の株式に関する事項（2024年３月31日現在）
　⑴　発行可能株式総数　　　250,000　株
　⑵　発行済株式総数　　　　112,500　株
　⑶　株主数　　　　　　　　　　　11　名
　⑷　株　主

株　　　主　　　名 持　株　数 持株比率

株 式 会 社 伊 予 鉄 グ ル ー プ 33,000 株 29.33 ％

愛 媛 県 30,000 26.67

ＡＮＡホールディングス株式会社 18,875 16.78

松 山 市 15,000 13.33

日 本 航 空 株 式 会 社 9,250 8.22

株 式 会 社 伊 予 銀 行 1,500 1.33

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 1,500 1.33

愛媛県信用農業協同組合連合会 1,500 1.33

株 式 会 社 愛 媛 新 聞 社 625 0.56

南 海 放 送 株 式 会 社 625 0.56

株 式 会 社 テ レ ビ 愛 媛 625 0.56
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３．会社役員に関する事項 

⑴ 取締役及び監査役の状況(2024年 3月 31日現在) 

氏  名 地  位 重要な兼職の状況 

中 村 時 広 取 締 役 会 長  愛媛県知事 

清 水 一 郎 代表取締役社長 ㈱伊予鉄グループ 代表取締役社長 

戒 田 創 一 専 務 取 締 役   

加 福 禎 史 常 務 取 締 役   

野 志 克 仁 取 締 役 松山市長 

田 中 和 彦 取 締 役 南海放送㈱ 代表取締役会長 

土 居 英 雄 取 締 役 ㈱愛媛新聞社 代表取締役会長 

阿 部 和 孝 取 締 役 愛媛県信用農業協同組合連合会 経営管理委員会会長 

安 部 博 史 取 締 役 日本航空㈱ 松山支店長 

尾 谷 牧 夫 取 締 役 ㈱テレビ愛媛 代表取締役社長 

谷 山  章 取 締 役 全日本空輸㈱ 松山支店長 

西 川 義 教 取 締 役 ㈱愛媛銀行 代表取締役頭取 

仙 波 宏 久 取 締 役 ㈱伊予銀行 常務取締役 

藤 井 晃 一 常 勤 監 査 役   

宮 坂 久 美 子 監 査 役 日本航空㈱ 執行役員西日本支社長 

藤  田  仁 監 査 役 松山市副市長 

(注)１．監査役全員は、会社法第 2 条第 16 号に定める社外監査役であります。 

２．当期中の取締役及び監査役の異動 

⑴ 就任 

監査役 藤井晃一氏は 2023 年 9 月 30 日開催の臨時株主総会において新たに選任され就任い

たしました。 

⑵ 退任 

監査役 大島修一氏は 2023 年 9 月 18 日死亡により退任いたしました。 

 

⑵ 取締役及び監査役の報酬等の額 

    取締役  12名    25,869 千円 

    監査役   4名     5,400千円 

(注) 支給人員には、退任監査役 1 名が含まれております。 
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４．会計監査人の状況
　　会計監査人の名称
　　　えひめ有限責任監査法人

５．会社の方針及び体制並びに運用状況
　　「内部統制システムに関する基本方針」
　⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　取締役及び使用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるためのコンプライア
ンスに係る指針を整備する。各部門においては当該部門に適用される法令等を識別し、そ
の内容を周知徹底することにより法令遵守の基盤を整備する。また、社内に内部監査委員
会を設置し内部統制が有効に機能しているかの確認を行う。

　⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　文書取扱規程を整備し、取締役の職務執行に係る情報を文書にて保存する。取締役及び
監査役は、常時これらの文書を閲覧できるものとする。

　⑶　損失の危険に関する規程その他の体制
　各部門におけるコンプライアンス、災害、情報のセキュリティー等に係るリスクについ
てそれぞれの担当部署で規程を整備し、リスク管理体制を明確化する。また、新たに生じ
たリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定める。

　⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会を開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務の執行状況の監督等を行うとと
もに、取締役会の機能を強化し経営効率を向上させるため、常務会等を開催し、業務執行
に関する基本的事項及び重要事項に関する意思決定を機動的に行う。
　また、各部門の業務プロセスを明確化し、業務の効率化を実現する体制を確保する。

　⑸　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　現在、監査役の職務を補助すべき使用人は配置していないが、必要に応じて同使用人を
配置することとする。また、その人事については、監査役の事前の同意を得ることにより、
取締役からの独立性を確保するものとする。

　⑹　取締役及び使用人が監査役会に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制
　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、
速やかに監査役会に報告する。
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　⑺　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　常勤監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する
ため、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役ま
たは使用人にその説明を求める。
　監査役は会計監査人から監査内容について説明を受け、情報交換を行うなど連携を図る
とともに、監査の実施に当たり必要と認める場合には、代表取締役社長または担当取締役
と意見交換会を開催する。

　　「業務の適正を確保するための体制の運用状況｣
　当社は、業務の適正を確保するための体制として、取締役会において決議した ｢内部統
制システムに関する基本方針」に基づき、内部監査委員会が中心となり、当社各部門に対
して、内部統制システムの整備及び運用状況について点検等を行うとともに、その重要性
とコンプライアンスに対する意識づけを行っております。
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� （単位：千円）

貸　借　対　照　表
（2024年３月31日現在）

科　　目 金　　額
（資産の部）

流　動　資　産 1,313,142
現 金 及 び 預 金 939,856
未 収 入 金 347,742
商 品 15,297
貯 蔵 品 2,509
前 払 費 用 7,152
そ の 他 583

固　定　資　産 5,170,818
有 形 固 定 資 産 5,069,680
建 物 4,346,888
構 築 物 186,852
機 械 装 置 201,143
車 両 及 び 運 搬 具 2,535
工具・器具及び備品 308,003
建 設 仮 勘 定 24,257

無 形 固 定 資 産 24,933
電 話 加 入 権 569
ソ フ ト ウ ェ ア 24,364

　投資その他の資産 76,204
投 資 有 価 証 券 22,000
保 険 積 立 金 2,000
長 期 前 払 費 用 1,622
繰 延 税 金 資 産 50,259
そ の 他 322

資　　産　　合　　計 6,483,961

科　　目 金　　額
（負債の部）

流　動　負　債 957,341
買 掛 金 46,114
未 払 金 22,379
設 備 未 払 金 763,700
未 払 法 人 税 等 72,596
未 払 費 用 6,330
前 受 金 29,223
預 り 金 2,459
賞 与 引 当 金 12,271
そ の 他 2,264

固　定　負　債 214,670
預 り 保 証 金 69,132
退 職 給 付 引 当 金 129,933
役員退職慰労引当金 15,604
負　債　合　計 1,172,011
（純資産の部）

株　主　資　本 5,311,949
資 本 金 1,125,000
利 益 剰 余 金 4,186,949
利 益 準 備 金 85,133
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,101,816
別 途 積 立 金 3,600,000
繰 越 利 益 剰 余 金 501,816

純  資  産  合  計 5,311,949
負債・純資産合計 6,483,961
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� （単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

営 業 収 益
売 上 高 123,624
貸 室 収 入 380,070
売 店 収 入 215,297
食 堂 収 入 78,246
使 用 料 収 入 489,249
広 告 収 入 67,854
付 帯 事 業 収 入 135,731 1,490,073

売 上 原 価 89,308
売　　 上　　 総　　 利　　 益 1,400,765

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 961,415
営 業 利 益 439,350

営 業 外 収 益
受 取 利 息 21
受 取 配 当 金 110
雑 収 入 2,051 2,183

営 業 外 費 用
雑 支 出 5 5
経 常 利 益 441,527

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 210
国 庫 補 助 金 等 受 入 額 137,694 137,904

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 164,891
固 定 資 産 圧 縮 額 18,285
空 港 施 設 使 用 料 助 成 金 113,839 297,016

税 引 前 当 期 純 利 益 282,416
法 人 税�、 住 民 税 及 び 事 業 税 68,959
法 人 税 等 調 整 額 20,168 89,127
当 期 純 利 益 193,288

損　益　計　算　書
2023年４月１日から
2024年３月31日まで

⎛
⎝

⎞
⎠
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� （単位：千円）

株　　　　　　　　主　　　　　　　　資　　　　　　　　本

純資産合計
資　本　金

利　　益　　剰　　余　　金

株主資本
合　　計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

別途積立金 繰 越 利 益
剰　余　金

当 期 首 残 高 1,125,000 80,633 3,400,000 558,028 4,038,661 5,163,661 5,163,661

事 業 年 度 中
の 変 動 額
剰 余 金 の
配 当 △　45,000 △　45,000 △　45,000 △　45,000

剰余金の配当
に 伴 う 利 益
準備金の積立

4,500 △　4,500

別途積立金
の 積 立 200,000 △　200,000

当期純利益 193,288 193,288 193,288 193,288

事業年度中の
変 動 額 合 計 4,500 200,000 △　56,211 148,288 148,288 148,288

当 期 末 残 高 1,125,000 85,133 3,600,000 501,816 4,186,949 5,311,949 5,311,949

株主資本等変動計算書
2023年４月１日から
2024年３月31日まで

⎛
⎝

⎞
⎠
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
　１．資産の評価基準及び評価方法
　　⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券
　　　　　市場価格のない株式等………移動平均法による原価法
　　⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　商　　　　品…………………売価還元法による低価法
　　　　　貯　　蔵　　品…………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）
　２．固定資産の減価償却の方法
　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。
　　　　主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　　建　　物　　　　　　８～38年
　　　　　構　築　物　　　　　　10～35年
　　　　　機械装置　　　　　　５～17年
　　　　　車両運搬具　　　　　４～６年
　　　　　工具・器具及び備品　３～15年
　　⑵　無形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

　　⑶　リース資産　……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価
額零とする定額法によっております。

　３．引当金の計上基準
　　　　賞　与　引　当　金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給

見込額に基づき当事業年度に帰属する金額を計上して
おります。

　　　　退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上しておりま
す。

　　　　役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

個　別　注　記　表
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　４．収益及び費用の計上基準
　　　収益認識基準
　　　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり
であります。

　　　　不動産事業においては、建物の賃借を行っており、契約期間に応じて期間経過分を収
益として認識しております。その他のサービスの提供については役務提供完了時点で履
行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

（会計上の見積もりに関する注記）
　　　会計上の見積もりにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、
翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

　　　　　繰延税金資産　　50,259千円
　　　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって
見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を
受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、
翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。

（貸借対照表に関する注記）
　１．有形固定資産の減価償却累計額� 6,883,311千円　　
　２．国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から控除している額
� 115,378千円　　
　３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　　短期金銭債権� 10,032千円　　
　　　短期金銭債務� 862千円　　

（損益計算書に関する注記）
　　　関係会社との取引高
　　　　営業取引による取引高
　　　　　営業収益� 　195,549千円　　
　　　　　販売費及び一般管理費� 15,350千円　　

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　１．当事業年度の末日における発行済株式の総数
　　　　普　通　株　式� 112,500株　　



− 13 −

　２．配当に関する事項
　　⑴　配当金支払額
　　　　2023年６月22日開催の第45期定時株主総会において、次のとおり決議しております。
　　　　配当金の総額� 45,000千円　　
　　　　１株当たりの配当額� 400円　　
　　　　基準日� 2023年３月31日　　
　　　　効力発生日� 2023年６月23日　　
　　⑵　基準日が当事業年度の属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの
　　　　2024年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。
　　　　配当金の総額� 45,000千円　　
　　　　１株当たりの配当額� 400円　　
　　　　基準日� �2024年３月31日　　
　　　　効力発生日� �2024年６月28日　　
　　　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（税効果に関する注記）
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　賞与引当金 3,737千円　　
　　未払事業税 4,304千円　　
　　退職給付引当金 39,577千円　　
　　役員退職慰労引当金 4,752千円　　
　　その他 3,251千円　　
　繰延税金資産　小計 55,621千円　　�
　評価性引当額 △4,752千円　　
　繰延税金資産合計 50,868千円　　

　繰延税金負債
　　保険積立金 △609千円　　
　　繰延税金負債合計 △609千円　　
　　繰延税金資産の純額 50,259千円　　

（金融商品に関する注記）
　１．金融商品の状況に関する事項
　　⑴　金融商品に対する取組方針
　　　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に

より資金を調達することとしております。
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　　⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　　　営業債権である未収入金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　　　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日です。
　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　 ｢現金及び預金｣、｢未収入金｣ ｢買掛金｣ ｢未払金｣ ｢設備未払金｣ ｢未払法人税等｣ 及び

｢預り金｣ については、現金であること、及び短期で決済されるものであるため、時価は
帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。

　　　また、重要性が乏しいものについても注記を省略しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
　１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　当社は、愛媛県松山市において、賃貸用の旅客ターミナルビル･貨物ターミナルビルを
有しております。

　２．賃貸等不動産の時価に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　　価

3,763,369 3,763,369

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当社の賃貸等不動産は建物等減価償却資産のみであり、正規の減価償却計算後の適正な帳簿価額

に基づいた金額を時価として記載しております。

（関連当事者との取引に関する注記）
　　⑴　親会社及び法人主要株主等
� （単位：千円）

種類 名称 議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要株主等 愛媛県 26.67％ 補助金受入
役員の兼任

国際化支援事業
及び魅力向上
支援事業（注２）

77,519 未収入金 51,066

主要株主等 松山市 13.33％ 補助金受入
役員の兼任

国際化支援事業
及び魅力向上
支援事業（注２）

38,758 未収入金 25,396

（注１）上記の取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。なお、補助金受入については、
松山空港国際化支援事業費補助金交付要綱等に基づいております。

（注２）愛媛県、松山市からの主な補助金受入は、当社が国際線定期航空路線会社に対して助成した相当
額であります。
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　　⑵　兄弟会社等
� （単位：千円）

種類 名称 議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の関
係会社の子
会社

㈱伊予鉄会館
（㈱伊予鉄グ
ループの子会
社）

29.33％ 不動産賃貸 歩合家賃収入他 156,985 未収入金 8,586

主要株主（法
人）が議決
権の過半数
を所有して
いる会社

全日本空輸㈱
（ＡＮＡホー
ルディングス
㈱の子会社）

16.78％ 不動産賃貸
役員の受入

家賃収入
設備使用料他

97,645
292,596 未収入金 1,251

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して交渉の上で決定しております。
（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たり情報に関する注記）
　１．１株当たり純資産額� 47,217円33銭　　
　２．１株当たり当期純利益� 1,718円11銭　　

（重要な後発事象に関する注記）
　（多額な資金の借入）
　　当社は、2023年12月７日開催の取締役会において、資金の借入を行うことを決議し、以下
のとおり実行いたしました。
　⑴　資金使途　　国際線旅客ビル拡張工事（第１段階）資金
　⑵　借入先　　　㈱伊予銀行、㈱愛媛銀行、愛媛県信用農業協同組合連合会
　⑶　借入金額　　300,000千円（それぞれ100,000千円を借入）
　⑷　借入金利　　市場金利等を勘案して合理的に決定
　⑸　借入実行日　2024年４月23日
　⑹　返済期限　　2025年４月10日
　⑺　担保の有無　なし

（資産除去債務に関する注記）
　　当社は、国土交通省大阪航空局が管理する国有財産に関する国有財産使用許可に基づき、
当社が使用する使用許可物件（土地）の返還時に、当社が所有する旅客ターミナルビル等を
撤去することの原状回復に係る債務を有しております。しかし、当該債務に関連する使用許
可物件（土地）の実質的な使用期間は、国の航空行政の動向に左右されるため現時点では明
確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合
う資産除去債務を計上しておりません。

（その他の注記）
　　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



− 16 −

　会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2024年５月10日　
　松山空港ビル株式会社
　　　取　締　役　会　御中

えひめ有限責任監査法人
愛 媛 県 松 山 市

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山﨑　　誠　

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 近藤　　壮　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、松山空港ビル株式会社の2023年４
月１日から2024年３月31日までの第46期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

　・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。
� 以　上
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　監査役会の監査報告書　謄本

監 　査 　報 　告 　書

　当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第46期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査委員会
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。

　　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の
状況を調査いたしました。

　　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

　　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。

2.　監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人えひめ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　2024年５月17日

松山空港ビル株式会社　監査役会
常勤監査役（社外監査役）� �藤　井　晃　一　㊞
監査役（社外監査役）� 宮　坂　久美子　㊞
監査役（社外監査役）� 藤　田　　　仁　㊞
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１．有形固定資産及び無形固定資産の明細

(単位：千円)

区　分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価格
減価償却
累 計 額

建 物 2,533,062 2,126,301 59,385 253,089 4,346,888 5,501,858

構 築 物 148,420 50,036 0 11,604 186,852 239,985

機 械 装 置 140,721 81,371 210 20,738 201,143 290,186

車 両 及 び 運 搬 具 4,915 0 0 2,380 2,535 9,385

工具・器具及び備品 168,742 193,100 623 53,216 308,003 782,517

リ ー ス 資 産 0 0 0 0 0 59,379

建 設 仮 勘 定 687,996 1,261,817 1,925,556 0 24,257 0

計 3,683,859 3,712,627 1,985,776 341,030 5,069,680 6,883,311

電 話 加 入 権 569 0 0 0 569 0

ソ フ ト ウ ェ ア 33,078 0 0 8,714 24,364 0

計 33,648 0 0 8,714 24,933 0

　　　　１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建　       物 国際線ビル建物 1,166,070 千円

　    〃 国際線ビル電気設備 403,968 千円

　    〃 国際線ビル空調換気設備 335,241 千円

建設仮勘定 国際線ビル拡張工事（第2・3回部分払） 1,218,250 千円

　　　　２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定 国際線ビル拡張工事 1,827,375 千円

２．引当金の明細

(単位：千円)

当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

10,084 12,271 10,084 12,271

127,808 10,141 8,015 129,933

8,884 6,720 0 15,604

有形固
定資産

無形固
定資産

科　　目

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金
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３．販売費及び一般管理費の明細

(単位：千円)

金　　額

31,269

103,125

10,460

28,980

12,271

10,141

6,720

27,738

25,183

976

34,084

1,076

906

1,682

627

398

406

1,456

153

15,378

8,370

33,624

22,800

50,216

55,916

349,787

42,296

14,471

63,693

7,201

961,415計

租 税 公 課

清 掃 料

雑 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

固 定 資 産 税

賃 借 料

警 備 料

保 守 料

寄 附 金

諸 手 数 料

保 険 料

交 際 費

広 告 宣 伝 費

諸 会 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

会 議 費

被 服 費

水 道 光 熱 費

図 書 印 刷 費

役員退職慰労引当金繰入

厚 生 費

備 消 品 費

賞 与

賞 与 引 当 金 繰 入

退 職 給 付 費 用

役 員 報 酬

給 料

手 当

摘　　要科　　目
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(単位：千円)

セ　グ　メ　ン　ト

施設管理運営業 物品販売業 その他事業 合　　　計

売上高 1,213,377 210,474 66,222 1,490,073

セグメント利益 368,821 34,114 36,415 439,350

セグメント資産 5,001,056 60,759 8,542 5,070,357

その他の項目

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。

2024年3月期

2,448,753 200 1,857 2,450,810

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社は、「施設管理運営業」、「物品販売事業」及び「その他の事業」の３つをセ

グメントとしております。

「施設管理運営業」は、松山空港旅客ターミナル及び貨物ターミナルビル施設の賃

貸、保守・修繕、運営及びその他航空旅客に対するサービス等の役務の提供を行って

おります。「物品販売業」は、航空旅客等への商品販売及びこれに付帯する事業を

行っております。

「その他事業」は、館内の広告事業を行っております。
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